別紙１６（別添１８関係）
令和５年度青森県外国人介護福祉士候補者学習支援事業計画書
	受入施設名
	

	
	合　計
	※ 候補者の人数を入国年度別に記入すること。

	
	
	令和元年度入国
	令和２年度
入国
	令和３年度
入国
	令和４年度
入国
	令和５年度
入国

	候補者人数（人）　　Ａ
	
	
	
	
	
	

	うち事業対象人数（人）Ｂ
	
	
	
	
	
	

	実施割合（Ｂ／Ａ×１００）
	％
	
	
	
	
	

	学習の内容及び研修支援体制
※　入国年度毎に具体的な実施方法等を詳細に記載するとともに、受入施設における研修支援体制についても記載願います。
	







　＜所要額内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	科　目
	補助対象経費
支出予定額
	積算内訳

	（１）日本語学習、介護分野の専門知識の学習及び学習環境の整備に要する経費
報償費
旅　費
需用費
役務費
使用料
賃借料
委託料
補助金
備品購入費
	円
 








	










	小　計　　　Ｃ
	　円
	

	寄附金その他の収入額
	Ｄ
	円
	

	差引額
（Ｃ―Ｄ）Ｅ
	円
	

	補助基準額　Ｆ
	千円
	１５０千円（ただし、令和５年度に入国する候補者については、月割り計算後の額×事業対象人数（Ｂ））

	要県補助額　Ｇ
	千円
	ＥとＦとを比較して少ない方の額
（千円未満切り捨て）

	（２）喀痰吸引等研修の受講に要する経費
旅　費
需用費
役務費
補助金
	円
 





	

	小　計　　　Ｈ
	　円
	

	寄附金その他の収入額
	Ｉ
	円
	

	差引額
（Ｈ―Ｉ）Ｊ
	円
	

	補助基準額　Ｋ
	千円
	７５千円×事業対象人数（Ｂ）

	要県補助額　Ｌ
	千円
	ＪとＫとを比較して少ない方の額
（千円未満切り捨て）

	（３）研修を担当する者の活動に要する経費
手　当　　　Ｍ
	円
	

	寄附金その他の収入額
	Ｎ
	円
	

	差引額
（Ｍ―Ｎ）Ｏ
	円
	

	補助基準額　Ｐ
	６０千円
	１施設当たり

	要県補助額　Ｑ
	千円
	ＯとＰとを比較して少ない方の額
（千円未満切り捨て）

	要県補助額合計
（Ｇ＋Ｌ＋Ｑ）Ｒ
	千円
	



別紙１７（別添１８関係）
財産管理台帳

施設の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　施設の名称　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	番号
	名称
	規格・機種
	数量
	単位
	取得
	経費の負担区分
	処分制限期間
	処分の状況
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	単価

円
	取得
金額
円
	年月日
	国庫
補助金
円
	自己
資金等
円
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	価格

円
	処分の内容
	年月日
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）１　処分制限期間は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に定められている耐用年数に相当する期間とし、その期間は、
取得の日から起算する。
　　　２　「処分制限年月日」の欄には、処分制限の終期を記入すること。
　　　３　「処分の内容」の欄には、売払い、廃棄処分等別に記入すること。
　　　４　「備考」の欄には、取得の相手方又は処分の相手方を記入すること。


[bookmark: _GoBack]別紙１８（別添１８関係）
令和５年度青森県外国人介護福祉士候補者学習支援事業実績書
	受入施設名
	

	
	合　計
	※ 候補者の人数を入国年度別に記入すること。

	
	
	令和元年度
入国
	令和２年度
入国
	令和３年度
入国
	令和４年度
入国
	令和５年度
入国

	候補者人数（人）　　Ａ
	
	
	
	
	
	

	うち事業対象人数（人）Ｂ
	
	
	
	
	
	

	実施割合（Ｂ／Ａ×１００）
	％
	
	
	
	
	

	学習の内容及び研修支援体制
※　入国年度毎に具体的な実施方法等を詳細に記載するとともに、受入施設における研修支援体制についても記載願います。
	







　＜執行額内訳＞
	科　目
	補助対象経費
支出額
	積算内訳

	（１）日本語学習、介護分野の専門知識の学習及び学習環境の整備に要する経費
報償費
旅　費
需用費
役務費
使用料
賃借料
委託料
補助金
備品購入費
	円
 








	










	小　計　　　Ｃ
	　円
	

	寄附金その他の収入額
	Ｄ
	円
	

	差引額
（Ｃ―Ｄ）Ｅ
	円
	

	補助基準額　Ｆ
	千円
	１７５千円（ただし、令和５年度に入国する候補者については、月割り計算後の額×事業対象人数（Ｂ））

	要県補助額　Ｇ
	千円
	ＥとＦとを比較して少ない方の額
（千円未満切り捨て）

	（２）喀痰吸引等研修の受講に要する経費
旅　費
需用費
役務費
補助金
	円
 





	

	小　計　　　Ｈ
	　円
	

	寄附金その他の収入額
	Ｉ
	円
	

	差引額
（Ｈ―Ｉ）Ｊ
	円
	

	補助基準額　Ｋ
	千円
	７５千円　×　事業対象人数（Ｂ）

	要県補助額　Ｌ
	千円
	ＪとＫとを比較して少ない方の額
（千円未満切り捨て）

	（３）研修を担当する者の活動に要する経費
手　当　　　Ｍ
	円
	

	寄附金その他の収入額
	Ｎ
	円
	

	差引額
（Ｍ―Ｎ）Ｏ
	円
	

	補助基準額　Ｐ
	６０千円
	１施設当たり

	要県補助額　Ｑ
	千円
	ＯとＰとを比較して少ない方の額
（千円未満切り捨て）

	要県補助額合計
（Ｇ＋Ｌ＋Ｑ）Ｒ
	千円
	

	交付決定額　Ｓ
	円
	

	受入済額　　Ｔ
	円
	

	差引過不足額
　（Ｔ―Ｓ）Ｕ
	円
	



